
 
 

 

令和元年（2019 年）7 月 31 日に開催された「第 54 回中央最低賃金審議会」で、令和元年度の地域別最低賃金額改定の目安につい

て、答申の取りまとめが行われ、その内容が厚生労働省から公表されました。今年度の目安で示された引上げ額は、最高 28 円（Ａランク）～

最低 26 円（Ｄランク）、全国加重平均では「27 円」（昨年度は 26 円）となっており、これは昭和 53 年度に目安制度が始まって以降で

最高額となります。 

 

【最低賃金制度と地域別最低賃金額の改定に係る目安制度の概要】 
（１）最低賃金制度とは 

最低賃金法に基づき国が賃金の最低限度を定め、使用者は、その最低賃金額以上の賃金を労働者に支払わなければならないとする制度であ

る。仮に最低賃金額より低い賃金を労使合意の上で定めても、それは法律により無効とされ、最低賃金額と同額の定めをしたものとみなされる。 
 
（２）最低賃金の種類 

最低賃金には、産業に関わりなく地域内のすべての労働者に適用される都道府県別の「地域別最低賃金」と、例えば電気機械器具製造業、

自動車小売業など特定の産業に働く労働者に適用される「特定最低賃金」の二種類が設定されている。 
 
（３）最低賃金の決定と最低賃金審議会 

最低賃金は、最低賃金審議会において、賃金の実態調査結果など各種統計資

料を十分参考にしながら審議が行われ、 

 ①労働者の生計費 

 ②労働者の賃金 

 ③通常の事業の賃金支払能力 

の３要素を考慮して決定又は改定されることとなっており、①を考慮するに当たって

は、労働者が健康で文化的な最低限度の生活を営むことができるよう、生活保護

に係る施策との整合性に配慮するものとされている。最低賃金審議会は、厚生労

働省に中央最低賃金審議会が、都道府県労働局に地方最低賃金審議会が置

かれており、地域別最低賃金は、各地方最低賃金審議会の審議を経て、都道府

県労働局長が決定又は改定することとなっている。 
 
（４）地域別最低賃金額改定に係る目安制度の概要 

昭和 53 年から、地域別最低賃金の全国的整合性を図るため、中央最低賃金審議会が、毎年、地域別最低賃金額改定の「目安」を作成

し、地方最低賃金審議会へ提示している。また、目安は、地方最低賃金審議会の審議の参考として示すものであって、これを拘束するものでな

いこととされている。なお、地域別最低賃金額の表示については、従来、日額・時間額併用方式となっていたが、平成 14 年度以降時間額単独

方式に移行されており、目安についても、平成 14 年度以降時間額で示すこととなっている。 

 

【答申のポイント】 
（ランク(注)ごとの目安） 

各都道府県の引上げ額の目安については、 Ａランク２８円、Ｂランク２７円、Ｃランク２６円、Ｄランク２６円 （昨年度はＡランク２７

円、Ｂランク２６円、Ｃランク２５円、Ｄランク２３円）。 

(注)都道府県の経済実態に応じ、全都道府県をＡＢＣＤの４ランクに分けて引上げ額の目安を提示している。現在、Ａランクで６都府県、

Ｂランクで 11 府県、Ｃランクで 14 道県、Ｄランクで 16 県となっている。（参考参照） 
 
（参考）各都道府県に適用される目安のランク 

ランク 都 道 府 県 

Ａ 埼玉、千葉、東京、神奈川、愛知、大阪 

Ｂ 茨城、栃木、富山、山梨、長野、静岡、三重、滋賀、京都、兵庫、広島 

Ｃ 北海道、宮城、群馬、新潟、石川、福井、岐阜、奈良、和歌山、岡山、山口、徳島、香川、福岡 

Ｄ 青森、岩手、秋田、山形、福島、鳥取、島根、愛媛、高知、佐賀、長崎、熊本、大分、宮崎、鹿児島、沖縄 

 

また、全都道府県で 20 円を超える目安額となっており、引上げ率に換算すると 3.09％（昨年度は 3.07％）となっています。この答申は、

「中央最低賃金審議会目安に関する小委員会」において 4 回にわたる審議を重ねて取りまとめられた「目安に関する公益委員見解」等を、地

方最低賃金審議会に示すものです。 

 

今後は、各地方最低賃金審議会で、この答申を参考にしつつ、地域における賃金実態調査や参考人の意見等も踏まえた調査審議の上、答

申を行い、各都道府県労働局長が地域別最低賃金額を決定することとなります。 

なお、目安どおりに改定されると、地域別最低賃金の全国加重平均は、単純計算で 901 円（現行は 874 円）となります。また、最も高い東

京都は 1,013 円（現行は 985 円）、それに次ぐ神奈川県は 1,011 円（現行は 983 円）となり、初めて 1,000 円を超える地域が誕生

することになります。 

 

参照ホームページ ［ 厚生労働省 ］ 

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_06020.html 

【労務】令和元年度の最低賃金は全国加重平均で27円の引上げを提示 

 

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_06020.html

